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規制改革会議 地域活性化ＴＦ 

 

議事概要 
 

１．日 時：平成２１年２月１６日（月） １３：００～１４：００ 

２．場 所：永田町合同庁舎２階 Ｂ会議室（２０６） 

３．議 題：首都大学東京 秋山教授ヒアリング 

      「地域企業が過疎地の交通事業を展開する上での課題について」 

４．出席者：首都大学東京 都市環境科学研究科 観光科学専修 秋山哲男 

 

【規制改革会議】 

       米田主査、安念委員、斉之平専門委員        

 

○事務局 では、早速「地域活性化ＴＦ」を始めていきたいと思います。 

 本日は、お忙しい中お越しいただきましてありがとうございます。地域交通につきまし

て、ＮＰＯの有償運送のお話だとか、一連のＮＰＯを立ち上げる上での課題だとか、多岐

にわたって御説明をいただきたいというふうに思っております。説明の方は 20 分、もしく

は 30 分、その後に意見交換という形で進めていければと思っております。 

 では、早速ではありますが、よろしくお願いいたします。 

○秋山氏 何をお話ししたらいいのか、ポイントがよくわからなかったので、仮で作りま

した添付のメモに沿って説明をいたします。 

 「３．新しい価値の創造と普及」の「交通」で、特に疑問を感じている部分を並べただ

けなんです。よくコンパクトシティと呼んでいるんですけれども、都市の土地利用と交通

について、とてもおかしいねと、特にロードサイドショップがたくさんできていて、高齢

者がそこにアクセスできない。こういうのは英国などですと、きちっとアクセスできるよ

うにという考え方を示しています。それから、都心部を本当にちゃんと守ろうという姿勢

があるんですけれども、日本はそういうところがないような感じがしました。 

 つまり、都市の崩壊が始まったんではないか。中心地がちゃんとできていない都市とい

うのは、これから本当に困ると思いますので、私自身としては、中心部をどうやって再生

したらいいかというのは、交通問題と不可分に結びついているので、商店などは３ちゃん

経営というのは相当多いと思うんですが、こういうのをもっと違った形にしないといけな

いのかなというふうに思っています。 

 具体的に申しますと、農地開放以降、土地が細分化されて、全部ばらばらに持っている

ようになった。それが都心部で悪く害していて、３ちゃん経営で、その人が寿命になって

も、なかなかやめられない。亡くなるまでやめられない。そうすると、その業種がなかな

かうまくいかないというような話もあると思います。 
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 そういう意味で、都心部がうまく回転、機能していない。そうすると、郊外に大規模シ

ョッピングセンターが焼き畑農業のようにできていってしまう。これもモビリティに大き

なつけを回しています。都市が分散すると交通がとても必要になりますので、そのときに

高齢者、あるいは自動車を持たない人たちの移動が本当に困る。その困っている部分をど

うするかといったときに、交通政策はとても重要なんですが、今までの交通政策は、鉄道

などは結構やってきましたけれども、道路計画はやってきましたけれども、バス交通とか、

スペシャル・トランスポート・サービスだとかの計画をやってこなかったんです。このこ

とで大きなつけを日本はこれから払うことになるんだろうと思います。 

 「３．新しい価値の創造と普及」の「交通」の３つ目のポチのところでコンパクト性と

いうお話をしています。よくできた都市がクリチバで、都心部までバス交通は 100 キロぐ

らいの速度で幹線を走れる。ＢＲＴ（Ｂus Ｒapid Ｔ ransit）といいますが、そういった

交通システムを導入して、運賃は、貧しい人もいるので、都心部に来る人も近場も同じ料

金という平等性を確保している。こういう都市をつくったことによって、環境上とてもよ

ろしい都市と、それから、自動車を使わないでもさまざまな活動ができるという都市をつ

くり上げました。 

 もう一つのポートランドは、ＬＲＴ（Ｌight Ｒ ail Ｔ ransit）、路面電車が進化したも

のなんですが、それを通して、その沿道に土地利用を密度濃くしてやってくるという、そ

ういうことをやってきました。 

 ＬＲＴはさまざまなところでやってきていまして、ストラスブールという都市があるん

ですが、ストラスブールは、我々交通計画の分野では、信者のごとくここを詣でる人が多

い。ここを見に行ったときに、最初に交通計画ありきではなくて、都市をどうやってつく

るか、その辺りのことをやっているということはよくわかりました。 

 そういう意味で、世界各地とも、都市をどうやってつくるか、とやったところがどうも

勝ち残っているということがわかってきました。 

 日本はどうかというと、ほとんどそれをやっていない。何でこんなひどい都市になった

んだというのが各地に見られる。観光で頑張って都市をつくろうというのが最近の流れと

してありますが、とにかく追いつかない。だめな都市が相当増えてきた。健闘している都

市は幾つかあるんですが、それでもだめな都市が結構多いなというのが私の実感でござい

ます。 

 ４つ目のポチの地方バスについてですが、これは赤字が当然と考えるか考えないかでゴ

ールが違ってくる。私は、赤字が当然と考えています。なぜかというと、日本のバスとい

うのは、戦後、もうかるものであるということが前提でした。もうかるから、それに対し

て、さまざまな規制をかけていた。バスの規制緩和が 2002 年に起こったんですが、それま

では１路線１バス事業で、１つの路線に対しては１つのバス事業しか認可しないというこ

とがありましたけれども、それ以降は、参入の自由、退出の自由が保証されてきた。 

 イギリスは、1980 年代の中ごろ以降にバスの規制緩和をやりましたけれども、参入・退
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出の自由をやったときに全部いなくなってしまったんです。ウェイテズなどはゼロになっ

てしまった。どうしたらいいか。そのときに、１路線ずつ評価して、この路線は補助率 30

％、この路線は 70％とか、補助率を決めていった。そうしたら、バスが全部戻ってきたん

です。 

 そういう評価をやるのが規制緩和なんですが、日本は緩和はしたけれども、まだそこま

でいっていません。そういう意味で、バス１本１本をちゃんと調査していないというとこ

ろがあります。 

 最近、国土交通省は、連携計画と呼ばれていますけれども、バスを再生させるために計

画を補助を出してつくらせています。１年目に計画をつくって、その計画を実施すると３

年間、それに対して、事業をやる場合に補助をします。車両購入とか、さまざまな運営費

に対しても補助しますということが、今の国土交通省で、ここ１～２年、やられ始めまし

た。これをやることは、補助垂れ流し型から、計画を市町村に任せる段階にようやく入っ

てきたというふうに見ております。 

 しかし、その計画を練るときに、実は、計画をできる人がほとんどいない。国土交通省

でアドバイザーを求めたけれども、私は行くのをやめました。その理由は、とてもではな

いけれども、そんなたくさんプロジェクトをできない。我々がやるのは、せいぜい数か所

が限度です。そのときに、バス会社とか、あるいは専門家とか、そういうものを呼んで計

画をつくりました。そのことによって、いい方向に流れ始めたのは事実です。 

 ですから、これから先、連携計画がうまくいく都市を参考にすると、バスはかなりいけ

る可能性がある。ただし、赤字についての負担は依然残るので、３年の実証実験的なとこ

ろが終わった後、市町村は苦しむでしょう。その財源は、バスは赤字であるのが当然と考

えないと、そこの赤字部分を捻出しないと無理だろう。都市がコンパクトであればあるほ

ど、割と赤字が少なくて済むんですが、だーっと広がっている都市だと大変な負担になる

と思います。そこのところが今、評価されずに済んでいます。そこが地方バスの項です。 

 バスは道路運送法４条で許可をもらって運行することになっていますが、もう一つ、そ

の下にＳＴサービスとありますけれども、これは道路運送法で福祉有償運送がつい最近、

認められた部分です。これについては、運営協議会が審査して、ＮＰＯ、つまりボランテ

ィア団体がタクシーの２分の１の運賃で運行するということを容認する機関なんです。 

 運営協議会は、私は４年あちこちでやりましたけれども、もう必要ないと見ています。

その理由は非常に簡単で、単なる規制だから、計画ではないから、私がやる必要はないと

いう結論です。今、国でも、この運営協議会をうまく運営するためにという委員会の委員

長をやっていますが、基本的にうまく運営するんではなくて、うまく計画を立てるという

ことに変えるべきだと思っています。 

 スペシャル・トランスポート・サービスについては、計画がないということと、バスに

新しい制度ができてきておりまして、地方のバスをうまく維持するために地域公共交通会

議というのができています。その場合に、参入・退出をチェックする機構です。参入・退
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出をチェックするための専門家がそこに集まっているというのが地方バスです。それと同

じ仕組みをスペシャルトランスポートに適用したのが運営協議会です。したがって、バス

は危ないので事業者が退出する方向に多くあるんですが、ＳＴサービスは参入する方向に

あります。 

 加藤さんという委員の人が提言して、ＳＴサービスは運営協議会をつくったらどうかと

言いましたが、彼の提案は私は間違いだと思っています。というのは、これから新しく業

ができるところに運営協議会で、しかも運輸の当事者団体が判定するような会議を持つこ

とは、私は反対です。それは、適正な議論が全くできないで、単なる力関係で終わってい

くということで、私など研究者が相当頑張らないと、障害者団体とか、あるいはＮＰＯの

団体の人は苦しい目に遭うということがよくわかりました。したがって、運輸のやってい

ることは基本的に間違いです。そのことを正さないといけないのがこれからだろうと思い

ます。 

 スペシャルトランスポートをもうちょっと正確に言うためには、移動困難な人は人口の

２～３％いるでしょう。部分的なデータで申し上げますと、都市部で１％プラスアルファ

だろう。地方部だと、数え方にもよりますし、公共交通の存在にもよりますけれども、５

～10％の間になるかもしれない。これはかなり増えるかもしれません。そういう意味で、

場所によって違うんですが、本当に移動困難な人はそのくらいである。 

 地方は、例えば、自動車に乗っている高齢者も実は移動困難の１人だろうと思っていま

す。アメリカでは、そういう人たちが動けなくなった場合、どうするかいうことで、バス

バディということをやっています。「バディ」というのは「友達」という意味で、バスを

友達にするということです。ある都市、具体的にはユージンという都市ですけれども、サ

ンフランシスコからやや北の方です。そこではバスバディというのをやって、今まで車に

乗っていた高齢者に対して、公共交通、バスに乗れるようにするためにはどうしたらいい

か、そのプログラムを実践しています。そういうお国柄がアメリカです。 

 そういう意味で、移動困難な人に対して、アメリカはＡＤＡパラトランジットと呼んで

いますが、Ａmericans with Ｄ isabilitles Ａ ct という、障害を持つアメリカ国民法の法

律の中で障害者と認定されると、その人たちはそれで外出をすることになります。 

 もう一つは、アメリカは医療費がとても高くて、1990 年代だと、アメリカの入院はせい

ぜい１週間ないんです。日本はその当時、28 日です。今でも急性期の病院だと 17 日です。

ですから、ステーキの血の滴るような状態で家に帰されるということで、ホスピタルイン

があったり、メディケードという制度があって、病院の送迎をやったりします。その病院

の送迎も、10 年ぐらい前で 500～1,000 億ぐらいのお金が出ています。つまり、医療費の

１～２％がそういった病院送迎のお金として出ている。 

 イギリスも同じようにアンビュランスサービスという非緊急時の救急車で病院送迎を全

部やっております。 

 それに対して日本は、そこが完全に空白になっています。介護保険でやり始めているん
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ですが、これは病院とは無関係の部分で、あくまでも移動困難な人の部分ということで、

移動困難な人をこれからどうするかという意味では、政策的にも日本は法律もほとんどな

い。道路運送法でやろうというのが基本的に間違っていると思います。道路運送法の 79

条でとにかく今、やっていますけれども、スウェーデンは公共交通責任法などというのを

1998 年につくりましたし、スペシャルトランスポートに関する法律もつくっています。各

国ともそういうものを持っているんですが、日本は残念ながらそれを持ち合わせていない。

先進国の中で、見えないものに対して最も敬意を払わない国は我が国かなというのを、ス

ペシャルトランスポートでは感じているところです。 

 ここまでがＳＴサービスの私の概略のお話で、あと（２）（３）（４）はそれほど多く

はないんですが、（２）は観光とか景観とかという意味で、地方を再生するときに、今ま

では単に地域の住民だけの計画はあったんですが、来る人に対する計画がなかったんです。

人口がかなり少ない都市については、来る人の部分をうまく見込むと経営が好転するんで

す。そういうことで、観光も公共交通を活性化する意味ではとても重要な要素である。 

 それから、市町村がやっているコミュニティバスが、ほとんど地域の人しかわからない

時刻表しかつくっていない。それを観光の人にわかるようにすると、安くできて、そして

地域も潤うはずなんです。そういうことをやっていないのが日本の実態です。 

 サービスとホスビタリティは違うよなどというのは放っておいて、その次の真正性は、

これは authenticity という言葉なんですが、まちづくりにおいて本当に大事なものを保存

して活用するという姿勢が少しずつ出始めているんですが、こういうことをやらなくてい

けない。とにかく都心部を大事にして、それも地方の都心部などはとても大事なんだけれ

ども、割と自動車中心の社会を打ち立てて、それを平然とやっているのが地方である。 

 そういう意味では、地方の人々も、東京もそうですけれども、行動変容というのをもう

少し教育をしないといけない。行動変容というのは言い方が悪いかもしれませんが、車に

乗っている人に対して、週一回でも公共交通に乗れるような条件にするためには、どうし

たら乗るかという、そういう工夫をして公共交通に乗っていただくというような方策だと

思います。それは環境問題という点ではとても大事な点で、ここが地方では相当遅れてい

る。そのことは、とりもなおさず、公共交通は赤字だよということを地方は特に覚悟して、

そういったところで政策をつくり変える必要性がある部分だろうと思います。 

 イギリスでだいぶ前に、１日４便保証しようとか、日本でも、青森県の 28 か村では１日

５便を保証しようとか、そういう動きはあるんですが、これが国の政治まで届かないんで

す。１日５便というのはミニマム保証だと思うんですが、そういうことが特に大事なのか

なと思います。 

 それから、人材ですけれども、福祉サービスは人材がだめだということもよくわかって

いると思うんですが、交通サービスも同じように人材がとてもだめだろう。地方の人の人

材教育というのは複合教育をやらないと無理かなと思います。例えば、農業をやっていて、

一方でドライバーがやれるとか、そういう人材が今、いないのかなというのが特に感じて
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いるところです。 

 私は土木出身だったものですから、30 年ぐらい前に私のボスと、日本は土木工学科に入

学してくる人が年間 8,000 人いるけれども、こんなに要らない、4,000 人だろうねと言っ

ていましたが、案の定、下がってきました。30 年たって 4,000 人になってきた。 

 それから、2000 年ぐらいに経産省の局長がうちの大学で話をしてくれたときも、土木が

相当シェアを占めているということで、どうも土建国家がまだ抜けていない。土建国家か

ら新しい国家の在り方についての議論もちゃんとしていないなというのが、はたから見て

いてつくづく感じているところです。 

 そういう意味で、新しい国のつくり方、地域のつくり方、それに対して人々のソフト的

な視点といいますか、見えないものに対する価値をどうやって高めていくかということが

とても大事だなというふうに私は思っております。 

 以上で話を終わります。 

○事務局 ありがとうございました。 

 では、これより意見交換の方に入っていきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○米田主査 ありがとうございます。 

 最後におっしゃったことは私と全く同意見でございまして、私は今、地方建設業の複業

化を進めているところで、建設業の方が建設をやりながら農業をやったり、林業をやった

り、介護をやったり、私のもう一つのターゲットが公共交通の担い手になればいいと、そ

れこそ人材の複合化を今、進めようとしている当の本人なんです。 

 ただ、そのときに、どうもうまくいかないんですけれども、まず、現行の規制の中のど

こに問題があって、スペシャルトランスポートみたいなものだとか、コミュニティタクシ

ーみたいなものがもっと広まらないんだろうかというのが１つの疑問なんです。 

 もう一つ、大きな意味で、秋山先生が、日本の運輸行政そのもの、また道路交通法に依

存した、こういう計画そのものに問題があるという、根本的なところと、今、現行の法規

制の中で、地域の公共交通の足が失われていくときに効果的な手段がとれないというもの

が、どこに問題があるんだろうという２種類あると思うんですけれども、どちらからでも

いいんですが、そういった視点でお話しいただくと大変ありがたいと思います。 

○秋山氏 市町村でも、議員でも、行政の課長クラスでも、部長クラスでも、市長でも何

でもいいんですが、だれも気づかないところに大きな問題があるんではないか。どうして

気づかないんだろうか。気づいていただくにはどうやればいいかということがとても難し

い。 

 地方ですと、バスの会議をやっていても、バスに乗っている人と言うと、だれもいない

んです。まずバスに乗ってくださいということで、バスをわかっていただくことが最初の

仕事です。そういう意味で、バスについて、余りにも軽視しているとか、知らないとか、

そういう事実を知っていただく、それがまず先で、次の段階で、私は、農業の人にタクシ

ードライブを教えてもものは進まないと思っているんです。何が一番大事かというと、コ
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ーディネーターなんです。 

 コーディネーターというのは、その地域の交通の計画できる人は勿論必要なんですが、

計画ができて、なおかつ、スペシャルトランスポートでしたら、イギリスでしたら 1980

年代にはコントローラーとかが必ずいました。そういう人たちが日本は育っていないんで

す。そこの人材教育がとても大事で、そのためには数年かかるわけです。ドライバーを育

ててもだめで、軍隊では、兵隊は３か月で育つけれども、下士官は３年とか５年かかるわ

けです。下士官クラスをちゃんと育てない限り、ものは進まないだろう。地域のそういう

複合化についても、下士官クラスを育てて、どうやってそれをコーディネートしていくか

というような実験プログラムか何かをつくらない限り、前には進まないんだろうと思うん

です。 

 ただ、私は、バス交通とか、農業とか、どこか実験やるんであれば、それをどうやって

動かしていくかというのは変えていけないこともないんですが、なかなか難渋します。制

度がなかったり、一番の難渋するところは、多分、行政でしょうね。今、青梅とか、台東

とか、浅草だとか、いろいろなところで観光のことをやっているんですが、地域に入って、

ＮＰＯは何とかなるんです。ところが、一番大きな壁は行政です。行政の人が、自分が気

に入らなかったり、うんと言わなかったりすると、それ以上進まない。 

 だから、地域の行政のところにそういうものをどうやってうまくやるかというと、部局

をつくるとか、そういうことをいきなりはできませんので、その辺りをつくるためには、

国の出先機関でも何でもいいと思うですが、そういうものをつくってスタートすることが

とても大事かなという気がしています。 

 例えば、一定の予算で、３年間の時限プロジェクトでやっていただいて、それを我々が

アドバイスしながらつくり上げていって、人材を教育してスタートする。そういうのが１

つ２つでもできればだいぶ違うんですけれどもね。 

○米田主査 地域の足をトータルに見て、ちゃんと仕組みを考えてあげる人がいない、と

いうことですか。 

○秋山氏 いないです。 

○米田主査 だから、それがないのに、個別具体の話をしても始まらないということです

ね。 

○秋山氏 人などがいても無理です。意味を持たないです。つまり、建設業だとタクシー

とか、それは後で幾らでも何とでもなると思います。問題は、そういう組立てを先にして

いく人材がいないところなので、人材をちゃんと養成することが先でしょう。 

 具体的に申し上げると、スペシャルトランスポートというのは配車センターが必ず必要

なんですが、世田谷でつくったら、タクシーからは攻撃されるし、ＮＰＯからも攻撃され

て、本当に頑張っていた、いいタクシー会社の人がやめて、その後、だめになってしまっ

て、再度入札でＮＰＯが入りましたけれども、ようやくそこでスタートが切れた。それま

で時間がかかっています。 
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 世田谷はそういう状態で、杉並は、逆にそこからいくときついから、情報センターから

いこうということで、障害者、高齢者がどれほど移動に困っているかのセンターをつくっ

たら、非常にうまく回転し始めた。 

 ただ、予算の切れ目が縁の切れ目なんで、今年度評価したら、評価が非常に高かったん

です。その人材が２人育ちますので、そういう人材を何人育てられるかによってパイは決

まってくる。その人たちはどういうことをやるかというと、障害者、高齢者が移動したい

という場合には、タクシー会社をいろいろ集めて、その人たちに、これを送迎してくださ

いとか、そういうことを全部やれるんです。だから、そういう人材をどうやって育てるか

がポイントで、１地区１配車センターぐらいをつくることがかなりこれから要請されると

思うんです。 

 ロンドンなどは、780 万のところで６か所つくっていたんです。大体 100 万人ずつ受け

持っていたんですが、情報センターは今、１か所にして、700 万人の人口のところをたっ

た１か所で、今、パソコンがあるからできるんです。 

 最初は 100 万人ぐらいでもきついんです。そういうところを積み上げていかないといけ

ない。100 万人のところは、自動車が何十台もあって、スタッフが何百人と行っているわ

けです。ボランティアも、カムデンなどというのは 100 人ぐらいまでのボランティア団体

になっていて、それが入札で競争するレベルまでいきました。ある日、カムデンは倒産し

ました。倒産したので、大変なので、カムデンの市町村は、やはり自分たちがやらないと

安定供給できないというんで、今、市町村の中でモビリティを全部、多様な形でやってい

ます。 

 そういう意味で、業界をつくるのがいいのか、センター的な、半官半民的な部分でつく

ったらいいのか、もうからないんで、難しいところなんです。 

○米田主査 都会もそうなんですけれども、日本の場合は、東京はまだ公共交通が発達し

ていますけれども、地方の場合は、最後の頼みの足のバスまでなくなっている状況の中で、

より深刻化しております。その地域での足の問題はどういうふうに考えたらいいんでしょ

うか。 

○秋山氏 そこのところも、ここで赤字をという部分があったと思うんですが、バスは赤

字だよということを前提として考えるか、そうでないかによって違う。むしろバスは行政

が見つめ直さないといけない。 

 今、私どもが提案していることは、幹線的な筋と支線的な筋を見極めよう。幹線は完全

に行政が計画をして、できるだけお客がたくさん乗るように計画をしていこう。そうする

と、民間ベースでもいける可能性かある。支線のところについては、ディマンドにするか、

それとも２時間に１本のバスにするか、それについては地域と相談しながら、どのレベル

でいくか、だれがどの程度お金を出すかによって決まってくる。そういうところの計画が

ないので、幹線と支線を分けることを今、やっていると思います。 

 うちの助教で、博士論文からずっとかかわっていた吉田君というのが八戸にずっと入り
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込んで、八戸の交通をかなり変えさせた。余り公共交通がわからない人が市長になったの

で、お金だけで問題を解こうとした。これは失格です。お金だけで問題を解こうなどとい

うのは、バス問題では土台無理ですので、多様な関係の中で解いていかなくてはいけない。

人々のモビリティと、行政がどういう役割を果たすか、その辺のバランスです。バランス

が悪いところは大体だめになる。 

 それから、政治課題になりやすいので、政治ではないと思っているんです。でも、政治

になりやすいので、我々は気をつけて、その辺の行動はとっています。 

 須坂は、市長がコミュニティバスをやめると言ったら住民から猛反対を食って、それを

うちの研究室で診断して、バス大再編をして、１か所に名前の違う５つの停留所があった

り、重なったりしているのを全部整理して、そうしたら、同じ金額でレベルの高いものが

でき、そういうことを２～３年かけてやって、ようやく形が見えてきた。コミュニティバ

スというのは廃止するんですけれども、住民は文句を言わなくなりました。というのは、

ちゃんとこうやってモビリティを保証しますよと伝えたということもあります。 

 そういう意味で、計画がとても大事なんですが、市町村の首長には計画はできないです。

それから、役人の大半の人が交通計画に対する勉強不足というか、ここがポイントだとい

うことがわかるまで１年とか２年かかるんです。バスでうまくやっているところは２か所

ぐらいしかなくて、八戸の担当者は７年いました。三郷の担当者は６年いました。そうい

うふうに、担当者が２年とか３年ぐらいでバスを読み切れるはずがない。それほどバスは

簡単なようで難しいんです。こういう難しい課題に対して、読み込める人材を育てるのが

とても大事で、だから教育がとても大事です。今回、書いた本は、行政マン向けに書いて

はいるんです。それをちゃんと読んでいただいて、しっかり考えていただければ、今度は

できると思います。そこが今、私の悩みの種です。 

○斉之平専門委員 規制改革という観点から見ると、バスとタクシーと先ほどありました

けれども、ニューヨークで、市長がタクシーの乗り合いを認めて、それが非常にニュース

になっているわけなんですが、そういうことは日本ではどうなんでしょうか。 

○秋山氏 乗り合いは基本的に認めていないんです。ワシントンでもそうですけれども、

同じ方向だと手を挙げると、どこに行くのと乗せてくれます。それは資源の有効利用とか

環境問題から考えれば当然のことで、何もタクシーは１人の人を運ばなくてもいいでしょ

う。だから、タクシーの車両を使って相乗りを許すというディマンド型は事前予約でやっ

ています。ディマンド交通と呼んでいるんですけれども、とても大事だから、それをやり

ましょうという方向にＥＵの方ではいっています。 

 ですから、一般的なタクシーが個別にやって、個別にそうするというのは高くつくんで

す。高齢者が３人そろって、時間を合わせてスタートしたら、３人が動くわけですから安

くなります。こういうのを幹線バスではない、支線的なバスを運行するところに使うこと

も公共交通としてはあり得る話で、そういう当然の計画が今、日本ではちゃんとできてい

ない。 
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○米田主査 乗り合いタクシーをしてはいけないという規制があるんですか。 

○秋山氏 原則乗り合いタクシーを認めていないです。だから、同じ区間で同じ料金だっ

たら、乗り合いではなくて、一人ひとりもらうと、それぞればらばらにもらっていくと高

いお金になります。こういうのをよく白タクなどでやっています。 

○米田主査 コミュニティタクシーというのはないんですか。「コミュニティタクシー」

という言葉を聞いたことがあるんですが。 

○秋山氏 言葉だけです。 

○安念委員 道路運送法上はないです。 

○米田主査 逆に言うと、ここは規制改革会議なので、勿論、人材育成とか、そういう話

もすごく大事なことで、それができればこしたことはないんですが、とりあえず目の前に

困っていらっしゃる方がたくさんいる中で、どこかの法律をきちんと緩和することによっ

て、少しでも多くの方が乗れるようになったらいいなということで、そういう意味でいく

と、今、斉之平委員が言ったような乗り合いを認めるような規制改革要求をしてみるとい

うのは１つ、意味のあることなんでしょうか。 

○秋山氏 場所によって、いいでしょうね。例えば、大学で駅から遠いようなところでタ

クシーが来て、それを乗り合いで行くというのは、とても効率的でいいと思うんです。そ

ういうようなやり方をむしろ推進していくというのはあり得ると思うんです。個人輸送で

はなくて。 

○米田主査 過疎地の、コミュニティバスではなくて、要するにコミュニティタクシーで

すね。過疎地に住んでいるおじいさん、おばあさん方が病院に行くときに、何々先生の診

察の日は水曜日とか決まっていたら、近所の方々が一緒にタクシーを使って行かれるよう

な、病院の診察の時間に合わせてコミュニティタクシーを使って、乗合型でやるというよ

うなことがあると思うんですが。 

○秋山氏 それはディマンドという言い方をしていいと思うんですが、ディマンドは基本

的に相乗りＯＫです。ディマンド交通。 

○米田主査 済みません。その辺の区別がよくわからないんです。 

○秋山氏 ディマンドというのは、電話で予約をして、自宅から目的地に行く。それは、

例えば、行政がお金を出していたりして、大体、料金 300 円とか、そういう形で乗ってい

く。ディマンドですから、事前予約が必要なんです。そして、Ａさん、Ｂさん、Ｃさんを

集めて、都心に行っておろすというようなやり方です。それは今でもやっています。 

○米田主査 それに対しては何か規制があるんですか。 

○秋山氏 いえ、それはごく普通にできます。 

○米田主査 それをもってコミュニティタクシーとか言っていらっしゃるんではないです

か。 

○秋山氏 というところもあるでしょうね。言っているかもしれない。 

○米田主査 逆に、乗るときにみんなで乗り合いで行くというのは。 
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○秋山氏 問題ないでしょう。 

○米田主査 では、今、だめだと言われたのは。 

○秋山氏 不特定多数の人が。 

○安念委員 先生と私は赤の他人だけれども、たまたまタクシー乗場で方向同じだねと言

って乗って、先生は四谷でおりる、私は市ヶ谷でおりる、こういうことはだめだと、道路

交通法上どの条文に引っ掛かるのかよくわからないんだけれども、世の中一般にだめだと

いうことになっているんです。 

○米田主査 何となくだめだということ。 

○安念委員 そう。 

○秋山氏 そういうニーズをまとめていくとバスになるんです。だから、それはごく普通

で、タクシーをまとめてバスみたいなタクシーを走らせるのかという、その話なんです。

バス側でやってしまった方が早い。 

○米田主査 バス側を小さくして、コミュニティバスとしてやったらどうか。 

○秋山氏 それはごく普通にやっています。カナダなどだとバクシーと呼んでいます。朝

夕は混んでいるから大型のバスを走らせて、昼間は暇なので普通のセダン。バスとタクシ

ーの間だからバクシーなどと呼んでいる。だから、もうバスとタクシーで問題を解かなく

てもいいでしょう。ディマンドもあり、ＳＴサービスもあり、多様な交通があるので、そ

ういうのをやったらどうか。 

○安念委員 考えてみると、昭和 20 年代に道路運送法ができて、そのときにはタクシーと

いう言葉は先生御承知のようになくて、一般乗用自動車、一般乗合自動車、つまり、タク

シーとバスを日本語に置き換えただけなんですが、そのカテゴリーは厳然としてあって、

今でも基本的にはその２つは変わっていなくて、その間に、ディマンドっぽいけれども、

多少パブリックでもあるようなとか、今の法律では、そういう選択肢は基本的にない仕組

みになっています。結局、どっちかに分けろという発想です。ここ 60 年ほど、そういうや

り方でやってきた。 

○秋山氏 一番いい例が、最初、ディマンドをやろうとするときに、運輸が路線を引けと

言っていたんです。路線などはないよと言って、路線を引いても意味がないというのを実

証実験をやってわかってきて、路線がなくなった。だから、運輸とはそういうものなんで

す。既存のルールの中でどうやったらいいかというのは、地方支局の人たちが一生懸命や

っている。自分たちは法律にないようなことを認められないから、法律に沿って解釈をす

る。 

○米田主査 法律における課題はないんですか。法律を変えれば、もっと楽にバスとタク

シーの混合型でできるようになるとか。 

○秋山氏 それよりは、私は計画だと思うんです。例えば、先ほどの病院に行くというの

は、病院がただで送迎しているところもあるんです。それは病院に依存してしまえばいい

ではないかという話にもなるわけで、それを見ないで交通計画をやってはだめで、交通計
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画をちゃんとつくっていって、バスとタクシーの部分をコントロールする自治体の仕組み

が必要なんです。あれのテリトリー争いとか、そういうものをなしにするというのがまず

一番大事なことで、あと 10 年とか 20 年先は、みんなタクシー会社、バス会社がなくなっ

て、むしろ自治体が経営してバスドライバーとタクシードライバーを雇う方がむしろ健全

な運行ができるかもしれない。 

○安念委員 先生はさっき、バスは赤字で当然というお考えでどうだというふうにおっし

ゃいましたが、しかし、実態はもう既にそうなっていませんか。地方の中小都市の市営の

バスといっても、実は自治体の補助金で何とか命つないでいるんでしょう。 

○米田主査 おっしゃるとおりでございます。 

○秋山氏 今までの補助金は垂れ流し型でしょう。バスが赤字だと、それに対して赤字分

を補填するとか。それをやめよう、もうちょっと計画的にやろう、むしろ計画をつくって、

赤字を減らす努力も一方でやって、路線の改定もやってということが必要だよということ

です。 

○安念委員 しかし、そうすると、プランナーが山のように必要ですね。 

○秋山氏 そうです。15 年ぐらい前にアメリカの学会でたまたまスペシャルトランスポー

トのセッションに出たら、おたくは何トリップと言うと、3.5 トリップとかね。１時間当

たり何人運ぶかというのが全部、彼らは頭の中に入っています。400 とか 500 人ぐらい、

地方自治体のプランナーが集まるんです。それが普通でしょう。 

○米田主査 日本にはそのプランナーがいないわけですね。 

○秋山氏 いない。役所にいない。だから、規制改革とか、そういう話以前に、知識を持

った人がだれもいないような世界で、これからバスを計画させる。だから、国土交通省が

やっていることは、今、連携計画を立てさせるというのは、ある意味で正しいんです。国

土交通省としてはよく踏み切ったなと思っています。そのことによって人材が育っていっ

て、地域の計画がつくられていって、実際にバスがどう再編されるかというところになり

ますので、それから変わってくるんではないかと思います。だから、法律で変えていくと

いうよりは、人材が変わると変わっていくというのがこの世界かなと思います。 

 それはバスの世界で、ＳＴサービスは完全に運輸だけの業界でやっていたらだめになる

ので、厚生労働と併せた両方のところで、本当はスペシャル・トランスポート・サービス

法が必要なんです。それをつくるのが先決で、それをつくりさえすれば、かなりいろいろ

なことが動くはずです。 

○安念委員 ただ移動すればいいんではなくて、何のために移動するかというと、出口と

いうか、行き先にサービスがあって、そのために行く移動ですね。 

○秋山氏 そして、その人たちに対しては、アメリカもイギリスもスウェーデンもそうで

すけれども、９割行政が負担して、１割が個人です。そういう意味では、必ず審査が必要

なんです。 

○安念委員 そうなりますね。 
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○秋山氏 その審査を今はタクシー会社も集まる運営協議会でやっている。だから、冗談

ではない。そここそ変えるべきです。運営協議会が審査できるはずがない。 

○安念委員 利害関係者ですからね。 

○秋山氏 日本はそういうつまらない仕組みをつくって平気でいる国です。それが平気で

あるかないかがわからないのが運輸の人たちでもある。とてもおかしな世界が日本では当

たり前と思われているんです。 

○米田主査 今、日本にある介護タクシーというのは、チケットみたいなものを、１回分

幾らかで補助をもらって、タクシーでバリアフリーになっているものに乗せていただいて

運ぶ仕組みなんですか。 

○秋山氏 介護保険のケアマネージャーがプランニングして、この人のこの部分を移動す

るということを決めて、介護タクシーと、そして個人も負担します。だから、チケット的

な部分と個人の負担と両方併せた形で移動するということになります。ケアマネージャー

によって、タクシーをたくさん使う人と、そうでない人が出るかもしれません。 

○米田主査 北海道の方では、由々しいことに１人で何千万も使った暴力団系の方もいら

っしゃいましたね。 

○秋山氏 それはチェックする人がちゃんといないからです。介護保険はスタートしたば

かりですから、そういうことが出るんです。 

○米田主査 今、考えても、おっしゃるとおりですね。 

○安念委員 ただ、日本は中山間地にも結構人がいるわけです。そういうところでは大体、

高齢者ですから、病院通いをしているのが普通です。そうすると、そういう人たちこそ何

らかの方法で運ばなければいけないんだけれども、結局は税金を使ってやるということに

なると、それが可能なのか。先生は政治ではないはずだと、それはそうなのかもしれない

けれども、税金だとなれば、結局、資源の配分、金の配分ということですね。 

○秋山氏 その資源の配分が十分行き届かないんです。私は個人にも責任があると思うん

です。若くて車を持っているときはいいんですけれども、不便なところに住むということ

は、そういうリスクを一方で抱えています、そのことを覚悟で住んでくださいということ

を、政府、あるいは自治体も言わないといけない。ということは、土地利用の観点からす

ると、20 人、30 人まとまって住めということを政府がなぜ言わないのか。農業も、自分の

土地だから、例えば、１キロ四方にぽんぽんぽんと住むのはいいんですけれども、それは

仮住まいにしてくれ、できれば自分の住まいから通勤するようにしてくださいというやり

方もあると思うんです。 

○安念委員 先生のおっしゃるとおりです。こんなことを言うと、結局、日本人論になっ

てしまうんですけれども、日本人はまとめるというのが本当に不得手です。 

○秋山氏 公共的に問題を解けば、個人の経営ですべてやってきたからいけなくて、農業

も個人でやる時代は終わりつつあると思うんです。むしろ農業をカンパニーにしていくと

いうのは当然の流れで、そういう意味で、共通の場でできるだけ住むことによって投資を
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最小にしていくというやり方が今、足らないと思うんです。 

○米田主査 それがコンパクトシティの一番の眼目です。 

○秋山氏 原点です。 

○米田主査 実は、私も通い林業、通い農業と言っているんです。コンパクトに住んで、

あとは通っていくことが持続可能な社会基盤になっていくんだろう。私も先生と全く同じ

ことを考えて、ずっと主張しているんですけれども、でも、こっちにまとまって住んでく

ださいということをなかなか言えないんです。 

○秋山氏 だれも言わないからよくないんです。こういう嫌われることを言わない。都市

生活者というのは大半、人に迷惑をかけて住んでいるはずなんです。地方の生活者も迷惑

をかけて住んでいるはずなんです。迷惑と言うと失礼ですけれども、他人に依存する。そ

ういう意味で、他人の依存度は都市に住むより地方の人の方が大きくなるんです。それは

モビリティのところに極端にあらわれる。だから、そのところを計算して、地方に住むこ

とと都市に住むことで、これだけ経済的にこうだよという説明をどこかでしないといけな

いと思っているんです。だから、コンパクトというよりは、分散型の居住がどれほど大変

なのか、あるいはサステイナブルにかなり反することなのかということをとくとくと言わ

ないといけない時期にきたと思います。 

○斉之平専門委員 そういう計画とかが非常に大事だと思うんですが、今、非常に景気が

悪い。中小企業とか、建築業もそうですし、仕事がないというのが非常に大きな問題なん

です。それに対して、こういう規制を緩める、例えば、バスの路線を認可するレベルを下

げたり、簡単に認可できたり、そういうような規制改革で仕事を増やすということは何か

ありませんでしょうか。 

○秋山氏 バスの人の賃金が本当に安くなってきて困っているところで、タクシーはもっ

と悲惨ですから、規制緩和というよりお金の注入でしょうね。本当は、麻生首相があれだ

け配るんだったら、地域のモビリティに配ってくれたらとか、本当にもったいない配り方

をするなというのがはたで見ていて感じるところですね。 

○安念委員 バスもタクシーも、私は、この会議にいるからではないけれども、規制緩和

は当然だと思うんです。当然だけれども、規制緩和すれば退出の自由も認めざるを得ない

んだから、パブリックに一定量のサービスを確保したいと思ったら、それは税金を投入す

る以外にないんです。しかし、実は、その割り切りはないんです。 

○秋山氏 そこが日本の体質がとても悪いところかもしれないです。 

○安念委員 そうですね。ところで、先生の研究室に今、大学院の学生さんは何人おられ

るんですか。 

○秋山氏 博士が２人、修士が５人です。 

○安念委員 もし全員が交通プランナーになられたとしても、とてもとても足りませんね。

交通プランナーになれそうな教育をしている院というのは、先生のごらんになるところ、

日本にどれぐらいあるんですか。 
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○秋山氏 土木系の交通計画は相当ありますから、300 人ぐらいの研究者がいますから、

そこに学生が結構張りついているはずです。ただ、いろいろな分野をやっていますから、

バスは難しくて、割と研究者はモデルに走るんです。モデルをやってしまうと見えなくな

る部分もある。モデルもとても大事なんだけれども、問題意識を、ここでこういう計画を

するためにはどうしたらいいかという、ビジネススクールみたいな教育が必要なんです。 

○安念委員 でも、モデルをつくらないと、なかなか論文を書けませんからね。先生のと

ころの方で八戸にお入りになったというのは、研究者としては英断ですね。 

○秋山氏 連れていったんです。過疎的な地域の交通をちゃんとにらまないといけないと

いうんで、修士の１年のときに私が運転して 300 キロ走って、20 か所ぐらい訪問して、や

っと協力してくれる県の人を見つけて、八戸でプロジェクトを起こしてやったんです。 

○安念委員 八戸は、面積的には結構広いまちですね。やや内陸寄りの、新幹線の駅のあ

るところもあれば、ぎざぎざの海岸のところもある。 

○秋山氏 その計画を全部やらせたんです。そして人口密度を、どれくらい以上はバスを

通そうとか、それ以下は通さないとか、再編も彼が全部計画を立てています。 

○安念委員 私が興味があるのは、通す、通さないは、どこかで決断しなければならない

わけです。率直に言えば、通してもらえなかったところの人は、その限りでは切り捨てら

れることになるわけですけれども、どこかでは決断しなければなりませんね。それはどう

やってやるんですか。 

○秋山氏 幹線と支線という考え方です。幹線のサービス水準は高くして、支線はサービ

ス水準を落とす。それは需要に応じて落とす。あとはディマンド型でいくというやり方も

ある。 

○安念委員 支線の方はですね。 

○秋山氏 支線の方は。ディマンド型もある。 

○安念委員 定期では、ルーチンではできませんね。 

○秋山氏 そういうことを判断できる人を育てればいいんです。 

○安念委員 先生が連れていった方は何とおっしゃいましたか。 

○秋山氏 吉田といいます。 

○安念委員 今でも先生の研究室にいらっしゃるんですか。 

○秋山氏 はい。 

○安念委員 今でも八戸にいらっしゃるんですか。 

○秋山氏 うろうろ行っています。その本を書いたんです。 

○米田主査 日本はすごく重症患者みたいで、抜本的なことから始めないといけないとい

うのは重々わかるんですけれども、斉之平委員が言ったように、この会議として、とりあ

えず何か自分たちでできることはないかなと思うんです。 

○秋山氏 規制を緩和する方向ですか、強化する方向ですか。 

○米田主査 緩和か強化か、それはどちらでもいい。適正化と言えばいいと思うんです。



 

 - 16 -

運営協議会の問題もありますね。差し当たってどうしたらいいんだろうか。 

○秋山氏 地域に計画をつくらせるという規制をやってもいいと思うんです。そして、そ

の計画が妥当性がどの程度あるかのチェックもする。そういうチェックの機能が今、働い

ていないんです。 

 

○秋山氏 市町村の上の人がいいことを言う場合にはすごくいいんですけれども、悪いこ

とを言ったときに、その被害を我々は随分被るんです。いい連中とはつき合えるけれども、

悪い連中ともつき合わないといけないんで、そういうときのリスクマネージメントをこち

らもやらないといけない。そうすると、時間も手間もかかるんです。でも、国がこういっ

たことをやれるのは、法律をつくるか、法律を外すか、どっちしかないんではないですか。 

○米田主査 岩村さん、何かありますか。 

○岩村企画官 ありがとうございました。今日は交通の関係のお話がメインだったと思う

んですけれども、都市に関連して、例えば、中心市街地の再生であるとか、そういった辺

りで、こういう課題があるんではないかというようなお考えがもしあれば、大店法から大

店立地法に変わって、中心市街地が今、御指摘のとおりの状態になって、経産省も中心市

街地の再生というのは引き続き大きな課題だと、いろいろやっていますけれども、なかな

かうまくいっていない。そういった中で、どのような課題があるでしょうか。 

○秋山氏 大店法でやったときに、例えば、その地域周辺の人がどの程度アクセスできる

かというモビリティ確保を義務づけるということをやっていないので、それをやるべきだ

と思います。２手段以上アクセスできるようにしなさいというのはイギリスであったとい

うのをだれかに聞いたことがあります。そういうことをまずやるべきだろう。 

 ２つ目に、中心市街地の経営形態を、民間会社を１つ作って、定期借地権で貸して、そ

の人に循環するような仕組みをつくる、そういうことを全然やっていないです。 

 それから、まちを美しくするための教育が必要で、幾ら言っていてもだめなので、そう

いったところの指導が行き届かない場合には、点数づけみたいな評価をして、あなたの店

は何点、何点以下が何年続いたらやめなさいという勧告を出すとか、そういうのを地域で

やるとか、そういうことをやっていないので、経産省の場合、その辺を頑張ってやらない

といけないのかなと思っています。 

 特にいけなかったことは、珠洲市というところに行ったんですが、そこで中心市街地活

性化みたいなこともやっているんですが、国のお金の出し方が悪いために、昔の鉄道があ

ったところに建物をつくって、旧都心部につくっていく。こっちにもいい都心部がある。

こんなものを人口１万 8,000 人のところで過大投資してはだめだと申し上げても、金が取

れてしまったので、そのままつくってしまった。そういう無駄なことが結構ある。 

 それは今治もそうでした。今治は、中心市街地でアーケード街が１キロ以上つながって

いて、こっち側に海岸があって、ここに大きな、新しい活性化のものを建てるんだという。

こんなものはやめて、このアーケードを３分の１に縮小する。人がほとんど来ないんです。
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英断をちゃんとしていないです。だから、３分の１ぐらいにしないとだめなところを、相

変わらずやっている。 

 地方に行くと、何だと思うほど悲惨なところがいっぱいある。それをどうするかという

部分では、中途半端なことではなくて、５年なり 10 年なり、プランナーが相当張りつかな

いと無理だなという気がしました。 

○米田主査 今の定期借地権は非常にいいお考えだと思うんですけれども、不在地主って

いますね。もうそこを出てしまって、興味も関心もなくなってしまった、息子さんが都会

のサラリーマンになっているとか、そういう人たちの無関心のために、一塊にしようと思

うのに、中で１軒、全然関心のない人が、とにかく売るのも何するのも嫌だからと首を縦

に振らないために、まとまった再開発ができないということを聞いたことがあるんですけ

れども、そういう人の対策はどういうふうにとればいいと思いますか。 

○秋山氏 その地域でずっと何年も活動している人が口説くしかないんではないですか。 

○鈴木室参事 それは強制収用みたいなことはできないんですか。 

○安念委員 それは法律上はできるんだけれども、あれだけやりたがらないということは、

社会的なコストが高いんでしょうね。 

○秋山氏 やらないということなんですね。道路でさえやらないというから。 

○安念委員 そうそう、まして再開発なんかでね。 

○秋山氏 再開発ではやらないでしょうね。 

○鈴木室参事 耕作放棄地だったら、そもそも何もないところなんで、でも、値上がり次

第という話なんです。 

○米田主査 耕作放棄地は特定利用権でかけて、一応、一塊にすることができるんです。

でも、林地はできないんです。森林は今、できない。商店街も実は耕作放棄地と同じ問題

を抱えていて、周りはみんないいよと言っているのに、この１軒が無関心であるためにで

きないという問題がある。 

○秋山氏 そういう開発を選択することがいいかどうかというのがもう一つあって、そう

ではなくて、個別にぱらぱら新しく変えていくという、そこの土地をいじらないでもとい

う開発手法の選択があるはずなんです。そこのところをやろうとしていないんではないで

すか。知恵がないというかね。 

○鈴木室参事 知恵と工夫が足りない。 

○秋山氏 はい。だから、まとまらないとできないという開発は、これからは余り考えな

くていいんではないか。商店街などは特にそうです。 

○鈴木室参事 先生おっしゃったように、交通にしても、都市開発にしても、計画をつく

る人が圧倒的に欠けている。 

○米田主査 大店法にしても、逆に２系統以上でアクセスできるような規制をかければい

いというお話ですね。 

○秋山氏 それをかけることによって、コストを負担して、それでも開発してもいいよと



 

 - 18 -

なる。２手段以上、店の開いている時間の 30 分に１本なり、１時間に１本は保証しなさい

とか、それを地域の全体に対してカバーしなさいとか、そういうことをやらないといけな

いかもしれませんね。そういう計画をつくらせることから始めるんではないですか。 

○米田主査 道路は結構計画つくるんですね。道路はやりますね。 

○事務局 道路はそうですね。 

○米田主査 だけれども、確かに先生おっしゃるように、交通の方はやりませんね。 

○秋山氏 やらないですね。 

○米田主査 道路だけですものね。 

○秋山氏 その辺で、交通をなぜ計画させないのかというのが問題なんです。 

○米田主査 交通に対する私たちの意識の低さなんでしょうね。今日は私たちはまた新た

な問題を発見してしまったようですね。 

○鈴木室参事 もう一つのスペシャルトランスポート、要は、郊外のお店とか、病院とか、

今、無料でサービスをやられている方々も多いと思うんですけれども、病院とかショッピ

ングセンターが無料バスを走らせることにおいて、規制などがあるんですか。 

○秋山氏 今のところ、無料の場合には規制はないです。 

○鈴木室参事 設備要件とか、いろんな条件ではどうか。 

○秋山氏 ただ、無料の場合の問題点は、需要が存在するところしか出さないんです。そ

うすると、ある需要以下のところはサービスが受けられない。そうすると、サービスが１

ゼロになってしまう。そうすると不公平が生じたり、本当に移動困難な人はそこに行けな

いです。病院にも。だから、それであってはいけなくて、市民が最低限モビリティが確保

できる条件をつくらないといけない。それは、例えば、最低のモビリティの保証をここま

でにするという基本的な考え方が必要で、それに対して規制をかけるというのはあると思

います。市民が最低限の生活ができるように、地域の主だった施設に移動できる交通環境

をつくりなさいという、そういう一言でもいいんですけれども、そういう法律が是非欲し

いと思っています。そのことによって、一般バスでカバーする部分と、スペシャルトラン

スポートでカバーする部分がおのずとでき上がってくる。 

○安念委員 いまだにありとあらゆる制度が、経済は右肩上がり、人口構成は比較的若い

という前提でできていますからね。 

○米田主査 高齢化が進めば進むほど、この問題は深刻になる一方ですからね。規制改革

会議としても、是非できることを考えてみたいと思います。 

 秋山先生、今日はお忙しいところ、本当にありがとうございました。またいろいろ教え

ていただくこともあろうかと思いますけれども、どうぞよろしくお願いいたします。 


